
はじめに

「価値共創（co-creation of value）」という用語

がしばしば使用されるが，この用語には複数の意

味や解釈があり，混同して使用されることもあ

る。価値共創は，サービス・ドミナント・ロジッ

ク（Service Dominant Logic：SDL）の中心的概

念の１つである。これまで製造業者（企業）と

（最終）消費者である顧客による価値共創は，消

費者が参加する製品開発やサービス・マーケティ

ング研究でも取り上げられてきた。そのため，

SDLの提示以降，使用されるようになった新し

い用語や概念ではない。また SDLが提示された

際には，企業と顧客である消費者の共同生産を価

値共創と同一視する誤解も指摘された。そこで，

SDL以外で使用されてきた価値共創と SDLでの

使用をめぐる議論を整理し，検討する必要があ

る。本稿では，新製品開発での第三者，特に消費

者の参加を取り上げる。その上で，SDL提示以

前と SDLにおける価値共創の相違を明確にする。

１． 製品開発への参加者

（１）オープン・イノベーションでの共創参加者

製造業者のイノベーションは，当該企業内にお

ける研究開発から創発（創造）するとされてき

た。このような企業内の研究技術開発による技術

革新は，その内部にとどまるために「クローズ

ド・イノベーション」ともいわれる。こうしたク

ローズド・イノベーションによる研究開発は，企

業の競争環境の変化，イノベーションの不確実

性，研究開発費の上昇，ステークホルダーの短期

的成果等の要求により，次第に困難になってき

た。

そこで，近年のイノベーションには，当該企業

外部における第三者が参加し，それが行われる事

例が散見されるようになった。ここでは，それま

での企業内部におけるイノベーションが，企業外

部へと出たことから「オープン・イノベーショ

ン」の概念が形成され，多方面で使用されてい

る。この企業外部の第三者は，大学や他企業な
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ど，当該企業の事業に関連した専門組織との連携

が中心である。大学や他社技術のライセンス使用

許諾を受け，外部から広くアイデアを募るなど，

企業外部との連携を積極的に活用する傾向も一部

にある。ここでは企業の境界が重要であり，当該

企業の境界の外にイノベーション参加者が存在す

る場合はオープン・イノベーションであり，境界

内の場合はクローズド・イノベーションとなる。

企業が企業外部の第三者と連携し，イノベー

ションを行うと新たな価値創造につながる可能性

がある。それは企業と企業外の第三者によるもの

であるため，その現象を観察する視角によって

は，共同して新しい価値を創造する（した）とと

らえることもできよう。そのため，この現象を

「価値共創」と解釈することもできる。ただ，こ

れら第三者は，大学や同業他社あるいは関連企業

など多様な個人や組織が中心である。そして，当

該企業以外の大学や他社以外では，地方自治体，

社会起業家などが関係する可能性がある。多くの

場合，企業を供給者とすると需要者として直接的

な顧客ではない場合がほとんどである。したがっ

て，オープン・イノベーションでは，直接の顧客

ではない，つまり消費者ではない第三者とのイノ

ベーションが中心となる。

（２）消費者を巻き込んだ価値共創

経営学の泰斗とされた Prahaladは，「企業中心

の価値創造」の従来的発想の捨象を主張した。そ

こでは，企業と顧客の価値共創という新しいパラ

ダイムを確立し，企業活動の変革の必要性を訴え

た。そして，企業の目標は，顧客と一体で感動体

験をつくり上げることとした。企業と顧客が一体

でイノベーションを実現することがコ・イノベー

ション（co-innovation）である。そのため，従来

になかった経験を提供するイノベーションの実

現，個人へのユニークな経験提供，経験のネット

ワーク拡大を目指す必要があった。そこで市場を

従来のように企業が一方的に商品を提供する場で

はなく，企業と顧客とが触れあうフォーラムとし

て再定義した。またイノベーションは企業単独

ではできないため，企業同士の連携も顧客への

感動体験の提供に不可欠とした（Prahalad and

Ramaswamy［２００２］一條解説［２０１３］）。

Prahalad and Ramaswamy［２００２］では，co -

creationの用語で，はじめて価値の共創を論じ

た。彼らは２０００年にビジネス上の価値に注目し，

顧客は価値（創造）の協力者とした。２００２年に

は顧客の価値を意識して検討し，交換に向けて蓄

積された経験が，企業と消費者では異なるとし

た。この両者の経験の違いを企業が自覚し，①業

務の管理，②選択肢の決定，③消費経験の計画，

という共創の前提となる視点の必要性を指摘した

（今村［２０１５］）。

また Prahalad and Ramaswamy［２００４］は，顧

客をイノベーションの主体的参加者とし，顧客と

の価値共創が，企業の競争優位の源泉とした。そ

れ以前にも，顧客ニーズの把握は，新商品開発で

は必須とされたが，イノベーション主体は企業で

あり，その意味では顧客の役割は副次的なもので

あった。他方，企業と並列させて顧客をイノベー

ション主体に位置づける発想は，パラダイムシフ

トであった（Prahalad and Ramaswamy［２００２］

一條解説［２０１３］）。従来の価値創造過程では，企

業は生産，消費者は消費という役割分担が明確に

あった。そこでは，価値は既に製品やサービスに

埋め込まれ，市場を通して供給者である生産者と

需要者である消費者間で交換されるものであっ

た。つまり価値は，市場（需要者である消費者）

に届く以前に創造されていた。しかし，企業と顧

客である消費者との価値共創が開始されると，従

来の企業と消費者の役割分担は曖昧になり，いず

れは消えてしまう。そうなると価値を定義し，消

費者がその創造過程に徐々に関わりを持ち始める

ようになる。こうした消費者による共創経験が，

価値の土台とされた（Prahalad and Ramaswamy

［２００４］）。Prahaladらが展開した価値の創造過程

は，製造業者以外では第三者である消費者が関係

している。つまり，何らかの専門分野を持つ個人

ではなく，一般の消費者が想定されている。

こうして企業と消費者の関係は，単に供給者と

需要者ではなく，複雑なものとなり，最近は企業

と消費者との関係が価値創造過程を形成し，以前

の事業進行や価値創造手法に影響している。同時
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に，多くの事業機会も生み出している。こうした

機会の知覚には，企業 vs企業（B２B），企業 vs

消費者（B２C）という従来の区別を一旦忘れる必

要がある。共創の世界では，企業はフォークリフ

トの操作者，パイロット，設計エンジニア，美容

師，臨床研究者，インストラクター，製造職人，

法律事務所専門職，公務員など，自社と関わりの

ある人すべてを「消費者」と見做すべきとされ

る。他方，企業は発想の起点とされたが，これは

産業化時代の共創の土台でもあった。そして，価

値共創を可能にする企業と消費者の関係は，全体

的共創経験だけでなく，対話（dialogue），利用

（access），リスク評価（risk assessment），透明性

（transparency）の点についての共創過程に注目

する必要も指摘される（Prahalad and Ramaswamy

［２００４］）。今日，Prahaladらによる製造業者（企

業）と消費者，供給者と需要者という位置づけの

変化は，経営学だけではなく，さまざまな分野に

影響している。

（３）使用場面での技術変質

供給者である製造業者が，当初意図しなかった

利用方法や技術の社会的価値が，需要側つまり消

費者において発生し，それに適合させる技術開発

の方向性が，普及途中で変質する現象もある。こ

れらは，従来のマーケティング論や経営学では，

ターゲット拡大やネットワーク外部性による想定

以上の量的な市場拡大である。しかし，その過程

での技術開発自体の質的変化は言及されていな

い。携帯電話やスマートフォン（スマホ）に音楽

機能が付加されたことについては，中高生や音楽

ファンには端末を使いこなす潜在的ニーズがあ

り，マーケティング活動によって，その潜在的

ターゲットを開拓したに過ぎない。あるいはネッ

トワーク外部性が働き，消費者間（ユーザー間）

で文字や画像・動画，音楽コンテンツをやりとり

する利便性が拡大し，普及過程で当初想定されて

いなかった技術開発が付加され，技術開発の方向

性が変更された現象が注目されにくかった（鷲田

［２０１５］）。ここで鷲田［２０１５］が念頭においた第

三者は，一般消費者である。中高生による携帯電

話の新しい使用法を事例としていることから，学

卒後，企業に就職し，自ら技術者となり何らかの

専門的職業に従事する側面を持つ消費者ではな

く，誕生してから十数年以上，消費・使用のみを

してきた若年の消費者である。つまり，「全面的

に素人」の消費者である。

供給者側である製造業者は，新製品やサービス

に対する新しいアイデアについて，当該商品の潜

在的な技術開発の可能性を考え，その発展方向や

使用方法を推奨する。しかし，顧客である消費者

は，当該商品に実際に触れると製造業者が推奨す

る方法とは異なる使用方法の方が使いやすいこと

もある。この状況は，顧客の希望や願望，場合に

よっては，文脈を持つ概念となる。通常，顧客の

願望の背景には，何らかの不満や欠乏した状態が

ある。それが「顧客の声」として表出されると

ニーズよりも具体的・創造的であり，明らかに情

報の質は異なる。そして，不可逆な仕様変更は，

ユーザー・イノベーション事例の特徴と合致し，

消費者が牽引して技術開発の方向性が変質する価

値転換現象が，社会で発生する直接的トリガーと

なる。ただこれらは客観性の確保が難しいとされ

る（鷲田［２０１５］）。鷲田［２０１５］は，「ユーザー・

イノベーション」の用語を使用したが，ここでの

ユーザーも何らかの専門的資格や技術を有し，専

門的職業に従事している消費者ではなく，それま

で消費や使用を行うだけの消費者，あるいはユー

ザーとして想定されてきた一般消費者である。

２． イノベーションの主体

（１）ユーザー・イノベーションの指摘

製造業者の企業内において，一般消費者（ユー

ザー）のアイデアに耳を傾けられる人材の存在

が，イノベーションの実現につながることがあ

る。ドコモが開発した i-modeは，ユーザーが始

めた使い方をドコモの開発者に理解できるように

翻訳した。この開発者が，当時そのポジションに

いなければ，現在のスマートフォン（スマホ）は

世界に存在せず，携帯電話はいまだ話をするだけ

の道具であり，音楽は他の音楽プレーヤーでしか

楽しめず，メールは PCのみで交換するものにと
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どまっていたとされる。新しいアイデアは，優れ

た開発者や経営者も生み出すが，普及過程では顧

客の情報伝播活動でも生成する。需要側の新しい

アイデアにより，供給側の技術開発の方向性自体

が変化し，価値転換現象が発生する。日本の経営

学は，アメリカよりも会計・流通・生産管理研究

の影響力が強く，ユーザー・イノベーションの研

究領域が浮いてしまう。これまでの日本のものづ

くりでは，ユーザー・イノベーション現象も働い

たが，それが注目されなかったのは，両国の学術

背景における裾野の違いとされる（鷲田［２０１５］）。

スマホの登場により，アメリカと日本間で携帯

電話の利用法の差は解消したが，世界的なジャー

ナリズムは，スマホだけをイノベーションとす

る。しかし，携帯電話のイノベーションは，少し

長い過程で理解すべきであり，最終段階手前まで

日本企業や日本のユーザーが世界的に主導的な役

割を担ってきた。つまり携帯電話のイノベーショ

ンは，家電や精密機器企業には携帯電話市場を超

えた幅広い技術開発機会となった（鷲田［２０１５］）。

鷲田［２０１５］の携帯電話によるユーザー・イノ

ベーションの事例は，一般消費者の日常生活から

イノベーションの芽が生まれ，企業の開発者を刺

激し，新たな携帯電話の使用法を開発する契機と

なり，他方で「ガラ携」のユーザーの使用法が携

帯電話を「ケータイ」へと変化させ，「スマホ」

を開発した基盤と解釈している。他方，スマホで

利用されるアプリは，専門のアプリ開発者である

玄人が開発することもあれば，一般ユーザーであ

る「ほぼ素人」が開発することもある。こうした

企業が意図した使用方法と異なる消費者の使用方

法や場面に端を発した新しい用途や製品の開発

は，枚挙にいとまがない。

イノベーション研究は，主にイノベーションを

生み出す製造業者を対象として理論構築されてき

た。しかし，１９７０年代後半の von Hippelの研究

以降，製造業者以外のイノベーションの可能性が

取り上げられるようになった。その背景には，

von Hippelがイノベーションの担い手を製造業者

とすることに疑問を呈し，ユーザーが生み出すイ

ノベーションの重要性を指摘したためであった

（中村［２０１２］）。つまり，von Hippelは，イノべー

ションを製造業者の専売特許ではなく，製造業者

以外のイノベーションの可能性を説明したためで

ある。

繰り返しになるが，これまでイノベーションの

担い手，つまり主体は，製造業者であるという前

提があった。そこでは，イノベーションは製造業

者のみが行い，彼らが新製品へのニーズを感じ取

り，それを満たす製品を開発し，市場化するとさ

れてきた。実際に多くの研究者や実務家は，製造

業者がイノベーターであると前提してきた。しか

し，von Hippelは製造業者ではなく，ユーザーが

イノベーションを行う可能性に言及した。そしてイ

ノベーション過程で，ユーザーが重要な役割を果た

す多くのデータを提示した（von Hippel［１９８８］）。

こうしたユーザー・イノベーション研究は，

ユーザーがイノベーションを行うことを説明する

要因に関する研究として蓄積されてきた。そこで

はユーザーによるイノベーションで入手する便益

の大きさと開発に要する費用の大きさが議論され

た。その中では，製造業者と比較してユーザーが

イノベーションを行うことで得られる期待便益が

大きく，イノベーションを実現する費用が小さい

ときには，ユーザー・イノベーションが起こる傾

向が明確にされてきた（von Hippel［１９８８］［２００５］

Ogawa［１９９８］小川［２００５］）。

（２）ユーザー・イノベーションの舞台

ユーザー・イノベーションが行われる製品分野

は，当初は産業財が主体であったが，次第に消費

財分野でも見られるようになった。ユーザー・イ

ノベーションは，特定ユーザーが行う傾向があ

り，個人ではなく，複数の集団内で相互に影響や

支援を受けながら実現する（小川［２００５］）。産業

財分野のユーザー・イノベーションは，科学機器

や医療機器などが中心である。これらの使用者は

科学者や医療技術者が多く，たまたまそれら専門

的知識を有する者が，ユーザー側にいただけであ

る。つまり，ユーザー側にいた人たちは，メー

カー側にいてもおかしくない人々であった。そこ

でのユーザーは，その個人や集団のある側面だけ

をとらえ，別の側面をとらえたものではなかっ
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た。

他方，一般消費者であるユーザーのイノベー

ション事例も報告されている。そこでは，以前の

ユーザーとは異なる背景があり，ユーザー・イノ

ベーションの行われた分野は，産業財ではなく，

消費財である。Shah［２０００］はスノーボーディ

ング，スケートボーディング，ウインドサーフィ

ン分野，Luthje［２００４］はアウトドア分野などで

一般消費者によるユーザー・イノベーションに言

及している。これらはスポーツ分野の事例でしか

ないが，スポーツ用品は産業財ではないため，ま

た１つのスポーツだけに集中したものではなく，

多岐に亘ることから，消費財分野でのユーザー・

イノベーションが確認されたといえる。

von Hippel［１９８８］は，イノベーションの源泉

が多様であるのは，イノベーションが各参加者の

便益，各々がその開発実現から期待する利益に影

響されるためとした。そして，潜在的なイノベー

ターが期待する利益を同一基準で測定すること

で，イノベーションはそこから最も利益を得る可

能性の高い参加者が起こすとした。この期待利益

がユーザー側で最も高くなると，当該イノベー

ションをユーザーが起こすことになる（中村

［２０１２］）。つまり，ユーザーによるイノベーショ

ンが必然化することを示している。

（３）リード・ユーザーの存在

ユーザー・イノベーションの議論は，リード・

ユーザーにも言及している。それは全ユーザーが

イノベーションを行うのではなく，リード・ユー

ザーのイノベーションが中心になるためである。

von Hippel［１９８８］は，リード・ユーザーを①当

該市場の大多数のユーザーがやがて直面する新し

いニーズに時間的に先行して直面し，②そうした

ニーズに解決手段を提供するイノベーションを実

現し，そこから大きな便益を得られる，という特

徴を指摘している。この指摘は，リード・ユー

ザーが多くのユーザー・イノベーションを生み出

すことを明確にする研究も増えている。ユー

ザー・イノべーションは，個人のユーザーではな

く，ユーザーの集団的努力により，消費財分野で

も実現していることが示されている（小川

［２００５］）。これはこれまでの産業財分野では，

ユーザー集団によるイノベーションが確認されて

いたが，消費財分野でもそれが確認されることを

示している。

製造業者が，特定ユーザーを製品開発過程に取

り込むには，ユーザー起動法（UD法：User-

driven method：製品アイデアの創造や製品化可

否の決定をユーザー起点で行う）がある。他方，

リードユーザー法（Lead-user method：リード・

ユーザーを製品開発過程に取り込み，高い製品開

発成果の実現を目指す）もある（小川［２００５］）。

どちらもユーザーが積極的にイノベーションを行

うのは同様であるが，異なる特徴も有している

（小川［２００５］）。それが図表２である。ここから

わかるように，両者は起点が異なり，調査単位も

個人と集団では異なり，需要が顕在化するタイミ

ング，製品の開発前後，ユーザー特定の容易さも

異なる。したがって，製造業者がこれらの方法を

手掛かりにイノベーションを行う際，言い換えれ

ば製品開発を行う際には，これらの相違を念頭に

おく必要があろう。

LU法の開発起点は，常に製造業者である。し

たがって，製造業者が最初にユーザーに働きかけ

る。つまり，開発の進行がユーザー側の働きかけ

が起点となる。また，個々のユーザーを対象とし

て調査するため，ユーザー集団の視点は弱い。当

該イノベーションへの需要は，開発が終了し，生

産終了の後に明確になる。そのため，今後支配的

な市場傾向を特定し，将来のトレンドに現時点で

＜図表１ リードユーザーの定義と特徴＞

定 義
①市場で今後一般的になる可能性があるニーズに，現在直面しているユーザー。

②ニーズの解決によって多大な便益を得ることができる状況にいるユーザー。

特 徴
①現実世界での特殊な経験を持っている。また，トレンドの最先端にいる。

②ニーズ解決を自ら進んで行い，ニーズに対する洞察や有益な解決策を生み出している。

（出所）中村［２０１２］．５３頁（一部改）
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直面するリード・ユーザーを特定，接触し，協力

を得る必要がある（小川［２００５］）。LU法は製造

業者にとって，かなりハードルの高い開発方法で

ある。

一般消費者も企業消費者といわれる企業や研究

機関もユーザーである。単にユーザーといわれる

場合，消費者も企業や組織も含まれる。それでは

価値共創はどちらが行うのであろうか。それと

も，両者ともユーザー・イノベーションの主体と

なるのだろうか。これらユーザー確定の議論は置

き去りのままである。

３． オープン・イノベーションをめぐる課題

（１）事業者起点のイノベーション

製造業者のイノベーションを第三者に開放する

オープン・イノベーションでは，製造業内部にと

どまらず，企業外部からのイノベーションを期待

する。Chesbrough［２００３］は，オープン・イノ

ベーションを知識の流入と流出を自社目的に叶う

ように利用し，社内イノベーションを加速させ，

イノベーションの社外活用を促す市場を拡大する

とした。したがって，１社で全イノベーション・

プロセスを完結させず，複数でそれを分担する。

つまり，企業ネットワーク指向のイノベーション

である。オープン・イノベーションは，「製品の

複雑化」や「企業競争の国際化」の重要な処方箋

という指摘もある（立本［２０１１］）。

新村［２０１７］は，オープン・イノベーションの

概念と複数定義を提示し，オープン・イノベー

ションを，コンソーシアム型と戦略的提携型に区

分している。後者は，知識の流れる方向により，

技術探索型（インバウンド型）と技術提供型（ア

ウトバウンド型）に分類している。さらにコン

ソーシアム型オープン・イノベーションを，企業

の動機づけの観点から大学がいかに企業のオープ

ン・イノべーションの提携相手として関与するか

を考察している。またコンソーシアム型は，共創

の場を構築するため，非共創領域と共創領域を分

けている。そこでは企業間の緩やかな連携促進と

開発競争参加への誘因付与，大学でのライセンス

収入最大化志向は，企業誘因の阻害要因となり，

大学の組織レベルでのマネジメント体制構築や共

同研究等の制度整備が重要である（新村［２０１６］）。

（２）オープン・イノベーションの参加者

Chesborough［２００３］によるオープン・イノベー

ションの提唱，新村［２０１６］［２０１７］の整理から，

それに参加する第三者（つまり価値共創の主体）

は，一般消費者ではないことが明確である。ある

特定の１企業や１研究機関の研究・技術開発に

よって誕生した成果を拡大，応用し，それを製品

化するには，同等かそれ以上の知識や技術を有す

る企業や研究機関でなければならない。そして，

新たなイノベーションにつなげるには，この両者

は，企業や研究機関とは別の企業や研究機関のイ

ノベーションに参画し，価値を共創することが必

要である。

Chesbrough［２００３］は，企業や研究機関が価

値を共創するのは，消費者ではなく，同業種企業

や研究機関としている。ここで先のユーザー・イ

ノベーションとオープン・イノベーションとの相

違がほぼ明らかになる。つまり，両方のイノベー

ションは，イノベーションの主体は製造業者であ

り，これらは通常，多様な製品を製造している。

＜図表２ リードユーザー法とユーザー起動法の相違＞

リード・ユーザー法 ユーザー起動法

起点 製造業者 ユーザー

調査対象単位 個人ユーザー ユーザー・コミュニティ

需要顕在化のタイミング 開発後 開発前

インターネット利用 必ずしも必要ではない 必須

ユーザー特定の容易さ 容易ではない 容易

（出所）小川［２００５］（一部改）
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オープンイノ
ベーション

①自由参加コ
ンソーシアム
型

②戦略的
提携型

A）技術探索型
（インバウンド型）

B）技術提供型
（アウトバウンド型）

・異なる知見を持ち寄り，新しい
技術を創造。利益は参加者で享
受
－リナックス
－SIMドライブの電気自動車

・外部の技術を探し出して自社の
製品に応用する
－アップルのi-Pod
－フィリップスのノンフライヤー

・開発技術の新規用途開拓
・既存技術ニーズに対する
ソリューション提供

それらを大きく分けると，産業財と消費財であ

る。それら生産する財の相違は，ユーザー・イノ

ベーションもオープン・イノベーションも，明確

に産業財と生産財に区分していない。しかし，

ユーザー・イノベーションにおいて，産業財のイ

ノベーションに参加するのは，ユーザーとして利

用する第三者であり，消費財のイノベーションで

は，第三者としての消費者の可能性もある。した

がって，研究開発の玄人もいれば，素人の可能性

も十分にあり得る。

一方，オープン・イノベーションでは，製造業

者のイノベーションへの参加が想定される第三者

は，大学や研究機関など，一般消費者ではない個

人や組織である。つまり，研究開発の玄人といえ

る個人や集団である。図表３は，オープンイノ

ベーションの定義を示しているが，①自由参加コ

ンソーシアムの場合，異なる知見の保有が前提と

なっているため，ある側面における玄人であり，

イノベーションへの参加により，利益を享受する

ことが前提である。②戦略的提携型は，A）技術

探索型（インバウンド型）と B）技術提供型（ア

ウトバウンド型）に分けられているが，前者は外

部技術を探索し，自社の製品イノベーションへと

結実させるものであり，後者は開発技術の新起用

と開拓や既存技術ニーズに対する課題解決の提供

を行う必要があるため，いずれも専門的知識を有

する玄人でなければならない。

このように考えると，ユーザー・イノベーショ

ンが，当該企業のイノベーションに資するには，

当該企業が製造する製品種類を問わず，玄人の参

加もあるが，素人が参加する可能性もある。オー

プン・イノベーションでは，当該企業外にその機

会は開かれているが，その対象，つまりオープ

ン・イノベーションの参加者は，当該企業のイノ

ベーションに対する専門知識や知見によって貢献

可能な玄人でなければならない。

４． SDLにおける価値共創

（１）価値の共同生産者から価値共創者へ

SDLにおける価値共創は，顧客である消費者

と価値を創出する概念である。したがって，オー

プン・イノベーションにおいて，大学や同業他社

などが参加する共同製品開発による価値創出と

は，意味や解釈が異なる。SDLでは，消費者で

ある顧客との価値共創は，顧客が価値を創出する

ことである（南・西岡［２０１４］）。つまり，SDLに

おいて価値創造をする主体（主語）は，消費者の

みである。

SDL概念の拡張上，価値の共創が重要とされ

た。当初，価値の共創概念は単純であり，８つの

前提では顧客を価値の共同生産者とし，企業は価

値を提案するだけとした。Vargo and Lusch［２００４］

の共同生産者（co-producer）は，２００６年に「価値

の共創者（a co-creator of value）」に変更された。

それは，共同生産者がグッズ支配的で生産志向の

ロジックを提起し，共創者の方がサービス支配的

なロジックと調和するためである（Vargo and

＜図表３ オープン・イノベーションの定義＞

（出所）ナインシグマ・ジャパン２０１５.６.１２NISTEP講演会資料，新村［２０１７］より転載
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生産の視点から

生産者 共同生産者

顧客領域・
独立的な価値創造プロバイダー領域・生産

顧客の役割
プロバイダーの役割

価値創造者/共創者
共創者

価値創造者
価値促進者

価値創造の視点から

価値促進者

ジョイント領域
価値共創

Lusch［２００６］）。Vargo and Lusch［２００４］は「顧

客は常に価値を生産することに関係している。有

形グッズの場合でさえ，生産は製造過程で完結し

ない。生産とは媒介的過程（p.１８）」とし，通常

の生産とは異なる意味で「生産」概念を用い，そ

れが価値を生み出す意味とした（木村［２０１７］）。

SDLにおける価値共創は，ユーザー・イノ

ベーションにおける価値共創でもなく，製品開発

やサービス・マーケティングでの消費者参加型の

製品開発やサービス提供過程への顧客参加でもな

い（大藪［２０１５］）。SDLでは，サービス分野で

の知見導出を目指さず，モノもサービスも含めた

企業の提供物を想定している。そして SDLは，

経済交換がモノ中心から，企業の専門化されたナ

レッジやスキルであるサービスを中心として転換

し，基本的価値の積み上げによる経済交換ロジッ

クの確立を目指している。オープン・イノベー

ションでの顧客参加型の価値共創は，既存のバ

リュー・チェーンの考え方が変化し，企業間連携

や消費者も巻き込むビジネス・システムである

（南・西岡［２０１４］）。

SDLでは，常に顧客は価値共創に参画するた

め，それを外部化できない（Lusch and Vargo

［２０１４］）。他方，共同生産は主体には選択的とす

る。共同生産では，Luschらは顧客が IKEAの家

具の組立て（Lusch et.al.［２００７］），顧客の新製品

デザイン支援（Lusch and Vargo［２０１４］）をあげ

ている。共同生産は，価値を生産するのではな

く，企業の提供物（グッズやサービシーズ）自体

を顧客と共同で生産することである。この価値共

創と共同生産の違いに注意が必要である（大藪

［２０１５］）。

（２）サービス・ロジックにおける価値共創

サービス・ビジネス分野において，北欧学派を

牽引する Grönroosは，サービス・ロジック（Serv-

ice Logic：Sロジック）の用語集で，共創を「２

つあるいはそれ以上の行為者が直接的相互作用過

程で共に何か創造する過程であり，そこで行為者

らの過程が１つの協働的，対話的過程に融合する

（Grönroos［２０１４］p.２０９）」と し，価 値 共 創 を

「共創プラットフォームで発生するジョイント過

程である。この過程にサービス提供者と顧客が含

まれる場合，サービス提供者のサービス（グッ

ズ）過程と顧客の消費と価値創造過程が１つの直

接的な相互作用過程に融合する。サービス・プロ

バイダーは，ジョイント共創的な行動を通して顧

客の価値創造に入り，顧客の使用価値の創造に影

響する（Grönroos［２０１４］p.２１０）」としている。

ここでは，相互作用があっても顧客の価値創造過

程へ企業が関与することは意味していない。相互

作用は，価値共創のプラットフォームを提供する

だけである（Grönroos［２０１１］）。

サービス・ビジネスにおいて，価値共創の舞台

は，顧客の価値創造過程にあり，そこで企業と顧

客が直接的に相互作用する。企業の価値共創に

は，直接的相互作用と顧客の消費過程に影響する

＜図表５ Sロジックにおける価値創造領域＞

（出所）Grönroos［２０１３］p.１４１
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２条件がある。そこでの顧客は，価値の共創者と

いう SDLの主張とは異なり，Sロジックでは顧

客は常に価値の創造者であり，特定状況で価値の

共創者としている（Grönroos［２０１１］）。つまり，

共創と創造を使い分けている。

また，Sロジックの対極にあるグッズ・ロジッ

ク（Goods logic：Gロジック）には２次元があ

る。それは価値交換を基盤にした Gロジックと

使用価値を基盤にした Gロジックである。Gロ

ジックは「企業は資源としてのグッズを顧客が入

手できるようにする（Grönroos［２００６］p.３２４）」

ことをマーケティングに要求している。そのた

め，使用価値ベースの Gロジックの明示は，

Grönroosのオリジナリティである（張［２０１５］）。

そして企業にとって，Sロジックの採用は戦略

的な意思決定課題であり，顧客が価値創造過程と

してグッズとサービス活動を購入すると，戦略的

な Sロジックの採用は有効である。ただ顧客が

グッズとサービス活動を資源として購入する

場合，Gロジックの方がより合理的とされる

（Grönroos［２００８］）。つまり，Sロジックは極め

て戦略的な色彩の強いロジックとして位置づけよ

うとしている。

（３）GDLにおける価値創造

グッズ・ドミナント・ロジック（Goods Domi-

nant Logic：GDL）では，生産，流通，マーケティ

ング活動により，企業がグッズやサービシーズに

価値を埋め込み，消費者は消費するだけである。

つまり顧客は，価値創造過程の外側におかれる。

他方 SDLでは，顧客やその他主体も価値創造過

程の一部を形成する。主体間の相互作用や交換に

より，価値は共同的に創造されるため，顧客は価

値共創者である（Akaka et al.［２０１３］）。したがっ

て，SDLと GDLでは，顧客（消費者）の価値創

造過程への参加，不参加が明確に分かれる。

これまでにも，その相違が指摘されてきたよう

に，GDLは生産過程でグッズに価値が埋め込ま

れる。その価値は交換価値であり，グッズの交換

時に貨幣表示される価値（金額）である（田口

［２０１０］）。SDLで重視される価値は，交換価値と

は異なる。SDLの中心価値は，グッズやサービ

シーズの使用や経験で共創される（大藪［２０１５］）。

GDLは，グッズの交換段階を中心とし，顧客を

価値の破壊者としてきたが，SDLは顧客の使

用・経験段階に注目し，顧客を文脈価値の共創者

とする。GDLの価値創造過程は，製造業者が

グッズを生産し，その販売により交換が終わる。

SDLでは，企業における生産から顧客が売手か

ら購入したグッズやサービシーズを使用・経験す

る過程を経て，顧客が文脈価値を認識するまで交

換が継続する。こうして SDLは，GDLで企業の

生産・流通段階での価値創造の重心を顧客の使用

過程に転換した（傳［２０１２］）。

SDLは，財の使用過程を経て，自ら財の価値

を創出する。これは GDLが考慮しなかった過程

であり，顧客の多様化，個別化により，企業が重

視しなければならない（傳［２０１２］）。そして SDL

では，使用・経験段階や価値認識までを価値創造

過程とするため（大藪［２０１５］），SDLと GDLで

は価値創造過程の捉え方が根本的に異なる。

（４）消費・使用過程における価値共創

SDLは，マーケティングでの交換把握が目的

である。そこでは製造業者は自身のナレッジとス

キルを生産に適用し，顧客は使用時に自身のナ

レッジとスキルを適用して価値を共創する

（Vargo, Maglio and Akaka［２００８］）。そ こ で の

サービスの適用を捉えるレベルは，極めて高いた

め，社会で広く交換され，その全体が価値共創で

ある（村松［２０１６］）。

現在のマーケティング研究は，価値共創という

概念により，市場取引時ではなく，市場取引後の

企業と消費者の関係が注目される。価値共創で

は，消費者は市場取引後の消費・使用段階で一方

的に価値判断する。この意味において価値創造の

主体は消費者側にある。最近のマーケティング研

究が，市場取引後に注目するのはこのためである

（山口・坂田［２０１５］）。このように，SDLが最近

のマーケティング研究に及ぼした影響は大きく，

これまで消費・使用段階での価値共創を考慮し，

それらも範疇に入れた貢献は大きい。

したがって，企業や顧客環境の急速・本質的変

化により，マーケティング研究は価値共創という

価値共創の多義性
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新たなパラダイムに変化しつつある。ここでは以

前の企業活動での価値や価値創造過程，企業と消

費者の関係性の前提条件は崩壊しそうである（村

上［２０１５］）。また，顧客の消費過程におけるマー

ケティングでは２形態存在する。１つは既存のモ

ノで価値共創が行われる場合，１つは企業と顧客

が共同で購入，開発・生産したモノを用いる場合

（共同関与）である。モノの開発・生産は，先に

取り上げたような以前のマーケティングにおける

顧客参加型製品開発との混同は回避しなければな

らない。新しいマーケティングでの共同生産は，

文脈価値の共創であり，交換価値を共同で作るわ

けではない（村松［２０１５］）。

また Vargo and Lusch［２００８］は，価値は常に

現象学的に決定され，最終的な受益者である主体

（顧客）が主観的に認識するという。そのため価

値は，個別的で状況依存的な性質がある（大藪

［２０１５］）。特にサービスの供給者としての企業，

需要者としての顧客が存在し，企業は価値創造者

である顧客の支援者である。つまり，価値創造者

である顧客がサービスの提供を企業に求め，両者

のサービス関係が生まれ，直接的な相互作用関係

の下で価値共創される。そのために企業は，顧客

の消費過程への入り込みが重要となる。こうした

価値共創を目指すマーケティングと，これまでの

モノやサービシィーズに焦点を当てたマーケティ

ングは異なり，その理論化とその実践が要求され

る（村松［２０１６］）。ただ SDLは，企業の意思決

定には使用できず，またロジック・アプローチや

レンズであり，理論基盤として使われるべき発想

と位置づけられている。

他方，関係性マーケティングは，企業と顧客の

良好な関係により，長期継続的交換を実現しよう

とする。単純な比較は難しいが，形成や維持面に

着目すると，構築の協働性や継続担保が重要であ

る。これに規定される関係性は，買手と売手の信

頼関係だけでは成立せず，価値共創概念との関連

は矛盾しない。ただ，当事者間の信頼関係と良好

な関係性が影響しても，共創過程実現の次元は異

なる（村上［２０１５］）。このように SDLは，生産

過程での価値共創も重視するが，消費過程での価

値共創であり，オープン・イノベーションやユー

ザー・イノベーションでいわれる価値共創とは異

なる。

SDLにおける価値共創の枠組みでは，顧客と

企業間の価値共創過程を検討している。旅行業界

では，ツアー旅行業者の過程とツアー参加顧客の

過程間に位置するエンカウンターに言及し，探索

的に価値共創過程を設計している（Payne et al.

［２００８］）。SDLは，いわゆるサービス・マーケ

ティングでの価値共創について，独特の位置づけ

をしている。価値共創は，企業，顧客，それを仲

介するエンカウンターの３要素からなり，企業と

顧客間で展開される多様な活動で実現される。

Payne et al.［２００８］は，価値共創概念に注目し，

時間軸で顧客との接点管理を意識している。そし

て，企業・顧客間での価値共創過程を取り上げる

と，各過程での企業のマーケティングを深く理解

できるとする。つまり，顧客といわゆるサービス

の提案者の接する時間や，その過程の重要性を指

摘したといえる。また，企業と顧客，提供者（提

案者）と需要者だけではなく，仲介者の存在にも

言及している。これは今後，流通業の存在意義に

ついても考察の対象となってこよう。

＜図表６ 価値共創と企業・顧客間関係＞

（出所）村松［２０１５］１３６頁
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おわりに

本稿では，日常でも使用されることが増えた

「価値共創」について，SDL以前と SDLにおけ

るその意味や解釈を中心に検討した。かつてイノ

ベーション研究では，製造業者の新製品開発過程

には，当該企業の研究者や技術者しか介入するこ

とがなかったが，社会のさまざまな変化により，

第三者の介入も見られるようになった。このオー

プン・イノベーションにおいて，参加する第三者

は，専門的知識や技術を有する個人や組織であ

る。他方，ユーザー・イノベーションが取り上げ

られるようになると，今度は新製品開発過程に

は，第三者として一般消費者の参加も見られるよ

うになった。したがって，オープン・イノベー

ションとユーザー・イノベーションは同じ意味と

して使用されることもあるが，前者には専門的知

識を有する第三者の関与がほとんどであり，後者

では，特に消費財分野では一般消費者の参加が十

分にあり得ることを明確にした。このようにして

生み出される価値は（価値）共創されたといえ

る。

他方，SDLでは，製造業者は価値を提案する

のみとされる。そこでは価値を創造するのは一般

消費者である。そして彼らは，製造過程だけでは

なく，消費・使用過程での価値共創が重要とされ

る。つまり，イノベーション研究や新製品開発に

おける価値共創は，その対象も参加者も大きく異

なっており，当然使い分ける必要性があろう。
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